
受付印

　 申請者 愛西市

（宛先） 愛西市長  

　　　　年　　　　　月　　　　　日 （　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日生）

（　　　　　　　　）　　　　　　－

愛西市税条例第５１条第２項の規定により、市民税の減免を申請します。

の者 がある者

保護の開始 離職年月日 離職年月日 学校名 被災日 理由
大学

円 円 円 受給期間 受給期間 学校 災害の種類
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円

円
１． １．

２． ２．

３． ３．
算書 算書

する額

に相当する額 に相当する額

減免事由発生日　（減免規定に該当することが判明した日） 年　　　　　月　　　　　日

森林環境税の納付が困難なため、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第１１条の規定により、森林環境税の免除を申請します。

震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害により生命、身体又は財産に甚大な被害を受けた者として政令で定める者
（理由： ）

2 生活保護法の規定による生活扶助その他これに準ずるものとして政令で定める扶助を受けている者

失業又は廃業により収入が著しく減少したことその他政令で定める特別の事情により森林環境税の納付が困難と認められる者
（理由： ）

免除事由発生日　（免除規定に該当することが判明した日） 年　　　　　月　　　　　日

円 円 円

　　　　年度　　　　市民税・県民税減免及び森林環境税免除申請書　　　　　
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市民税・県民税の減免後及び森林環境税の免除後の税額合計

合計税額

個人番号

区分
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